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事業の区分 Ⅰ－① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 
事業名 【NO. 2】 

有病者口腔健康管理地域連携事業 
【総事業費】 

1,385 千円 
事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷隅・安

房・君津・市原 
事業の実施主体 県歯科医師会 

事業の期間 令和４年４月 1日～令和５年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 
背景にある医療・介護ニー

ズ 
地域医療構想で示した将来の医療需要と必要病床数を踏まえた病床

の整備、救急医療や周産期医療の体制整備など、地域で必要な病床

機能等の分化及び連携等を進める必要がある。 
アウトカム指標： 

地域の歯科医院と連携してがん患者の口腔ケアを行う医療機関の増

加 

９箇所（令和３年度）→１１箇所（令和５年度） 
事業の内容（当初計画） がん患者等の有病者の口腔衛生状態の向上により、合併症の予防・

軽減を図るとともに、退院後も継続的に歯科医療が受けられるよう

に、医科・歯科・介護等の連携体制を構築する。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 
地域連携を図るための有病者診療協力病院との調整会議を５回実施

する。 

有病者診療医科歯科介護等連携講習会を実施する。 
アウトプット指標（達成値） ・調整会議（委員会含む）６回                     

・講習会 ２回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

・口腔ケアを行う医療機関数 １１箇所（令和５年度） 

（１）事業の有効性 

医科・歯科・介護等連携を推進することで、がん患者をはじめとす

る有病者の口腔トラブルの予防と軽減に努め、治療成績の向上や有

病者の入院日数の削減を図ることができる。 

（２）事業の効率性 

有病者口腔健康管理地域連携事業を推進するための委員会を設置

し、委員会等を開催することにより、関係機関の連携を図ることが

でき、医師・看護師等関係者の資質向上につながり効率的であった。 
その他 R 元基金執行額：1,385 千円 
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事業の区分 Ⅰ－① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 
事業名 【NO.3】 

救急基幹センター体制整備事業  

【総事業費】 
29,474 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安

房・君津・市原 
事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
地域医療構想で示した将来の医療需要と必要病床数を踏まえた病床

の整備、救急医療や周産期医療の体制整備など、地域で必要な病床

機能等の分化及び連携等を進める必要がある。 
アウトカム指標：地域包括ケア病棟の病床数（人口 10 万対） 
37.8 床（令和 2 年度）→39.9 床以上（令和 4 年度） 

事業の内容（当初計画） 救命救急センターを補完する医療機関の整備運営に対する助成。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
補助実施施設数３施設（令和４年度） 

アウトプット指標（達成値） 補助実施施設数３施設（令和４年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 
地域包括ケア病棟の病床数（人口 10 万対）39.3 床 

（１）事業の有効性 
医療機関の施設整備が進むことで、機能分化が図られ、地域医療構

想の達成に向け、効果的であると考える。 
（２）事業の効率性 
急性期を担う救急基幹病院に運営費を補助することで、病院の役割

分担が図られた。 
その他 R 元基金執行額：29,474 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 
事業名 【NO. 4】 

院内助産所・助産師外来施設設備整備事業 
【総事業費】 

2,540 千円 
事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・ 

君津・市原 
事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
地域医療構想で示した将来の医療需要と必要病床数を踏まえた病床

の整備、救急医療や周産期医療の体制整備など、地域で必要な病床

機能等の分化及び連携等を進める必要がある。 
アウトカム指標： 
分娩実施施設数（15～49 歳女子人口 10 万対）7.7 施設(平成 29 年
度)→ 増加（令和 5 年度） 

事業の内容（当初計画） 県内の医療機関が行う院内の助産所・助産師外来新設のための施設 
設備整備に対する助成。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
院内助産所・助産師外来の新規開設に伴う設備整備に対する助成 
2 施設（令和４年度） 

アウトプット指標（達成値） 院内助産所・助産師外来の新規開設に伴う設備整備に対する助成 
1 施設（令和４年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 
R4 年度未判明、分娩実施施設数の調査は R5 年度実施予定 
（１）事業の有効性 
医療機関の院内助産所・助産師外来に係る施設設備整備が進むこと

により、妊婦の多様なニーズに応えることが可能になるとともに、

産科医師の負担軽減につながると考える。 
（２）事業の効率性 
院内助産所・助産師外来の新規開設を行う医療機関に施設設備整備

費を補助することで、周産期医療の体制整備が図られた。 
その他 R 元基金執行額：2,540 千円 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の 整備

に関する事業 
事業名 【NO. 5】 

地域在宅医療体制構築支援事業 
【総事業費】 

29,283 千円 
事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷隅・安房・

君津・市原 
事業の実施主体 地区医師会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
地域医療構想に基づく病床機能の分化を推進し、将来想定される医

療需要に対応するためには、全県的に不足が見込まれる回復期病床

と在宅医療の確保が必要となるが、既存病床の回復期病床への転換

や開業医の在宅医療参入を促進するためには、回復期病床を有する

病院と在宅医療の提供体制が整備された医療機関との連携体制を整

備することが不可欠である。 
アウトカム指標： 
○地域包括ケア病棟の病床数（人口 10 万対） 

37.8 床（R3.4）→ 39.9 床（R5.4） 
○訪問診療実施診療所・病院数 

737 施設（平成２８年度）→ 834 施設（令和４年度） 
事業の内容（当初計画） 各地区医師会が設置する、地域における医療連携体制の構築や病

院・在宅医療間の中継・調整を行う病診連携拠点施設の 整備及び

医療機関の医療提供体制の整備に対して助成を行う。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 
事業実施地区医師会数 １０か所 

アウトプット指標（達成値） 
事業実施地区医師会数 １０か所 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 
○地域包括ケア病棟の病床数（人口 10 万対） 

39.3 床（R5.4） 
○訪問診療実施診療所・病院数 

758 箇所（令和４年度） 
（１）事業の有効性 
連携拠点施設が整備されることで、回復期病床を有する病院と在宅

医療の円滑な連携が可能となることから、  在宅医療への参入促

進、地域医療体制の構築に効果があると考える。 
（２）事業の効率性 
地域の状況を把握している医師会が、それぞれの地域において、地

域の実情にあった在宅医療体制の整備を進めることで、効率的に在

宅医療体制を構築することができると考える。 
その他 R 元基金執行額：29,283 千円 
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事業の区分 Ⅱ 居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【NO.11】 

在宅歯科診療設備整備事業 
【総事業費】 

11,328 千円 
事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷隅・安

房・君津・市原 
事業の実施主体 歯科医療機関 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
在宅医療等に係る患者数が、平成 25 年度の約 4.4 万人から令和 7 年

度には 7.9 万人と増加することが見込まれる中、訪問看護、訪問歯

科、地域におけるリハビリテーション等の在宅医療の仕組みの整備

を行い、誰もが住み慣れた自宅や地域で生活できるための対策を進

める必要がある。 
アウトカム指標： 在宅療養支援歯科診療所数 
306 箇所（令和 4 年 3 月 1 日現在）→318 箇所（令和 4 年度）                

→328 箇所（令和 5 年度） 
事業の内容（当初計画） 新たに在宅歯科診療を実施するために必要な設備整備及び在宅歯科

医療における医療安全体制を確立するための設備整備に対する助

成。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 
在宅歯科医療機器等の購入を支援する歯科診療所 
40 施設（令和３年度）→ 44 施設（令和４年度） 

アウトプット指標（達成値） 在宅歯科医療機器等の購入を支援する歯科診療所 28 施設 
【未達成の原因等】 
在宅診療機器等の物価高騰に伴い、１件あたりの申請が高額な歯科

診療所が多かったため、支援を行えた歯科診療所数が減少した。よ

り多くの歯科診療所への支援を行えるように、審査方法を検討して

いきたい。 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

328 箇所（令和 5 年度） 

（１）事業の有効性 
在宅歯科医療に取り組む歯科診療所の増加を図り、在宅療養支援歯

科診療所の増加につなげることができる。 
（２）事業の効率性 
在宅歯科医療を実施しようとする医療機関に対して必要な機器の設

備を整備し、また、地域歯科診療所に対して医療安全体制を確立す

るために必要となる装置・器具等のうち、在宅診療の際にも使用可

能な機器の整備を補助することで在宅歯科診療の拡大を図ることが

できた。 
その他 R 元基金執行額：82 千円 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.16】 

千葉県地域医療支援センター事業（医師キャリ

アアップ・就職支援センター事業） 

【総事業費】 
641,291 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安

房・君津・市原 
事業の実施主体 千葉県、ＮＰＯ法人千葉医師研修支援ネットワーク 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
医師偏在指標が全国で多い順に38 番目であることから、医師少数

都道府県を脱するため、県内外の医師に向けた情報発信、キャリア

相談、医療技術研修、専門研修の充実、医学生への修学資金の貸付

及び修学資金生のキャリア形成支援等を通じ、医師の確保と定着を

促進する。 
アウトカム指標： 
臨床研修医マッチ率 89.8％（令和3年度）→90％以上（令和4年
度） 
県内専攻医採用数 388 人（令和3年度研修開始者）→394 人（令

和4年度研修開始者） 
医師数 12,935 人（令和 2 年）→13,079 人（令和 4 年） 

事業の内容（当初計画） 標記センターの運営を通じ、医師修学資金貸付事業等により若手医

師等の確保と定着を促進し、医師の偏在対策を図る。 

アウトプット指標（当初の

目標値） 
医師派遣・あっせん数 48 人 
地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割

合 87.4％  
臨床研修病院合同説明会参加者数 1,000 人以上 
医療技術研修受講者数 300 人以上 
医学生 324 名に修学資金を貸付（令和 4 年度） 

アウトプット指標（達成値） 医師派遣・あっせん数 48人 
地域枠卒業医師数に対するキャリア形成プログラム参加医師数の割

合 100％  
臨床研修病院合同説明会参加者数 380人 
医療技術研修受講者数 290人 
医学生 317 名に修学資金を貸付（令和 4 年度） 
【未達成の原因等】 
新型コロナウイルス感染症の流行により、引続き体験型セミナーの

開催が難しい状況にあった。今後も積極的な周知を講じる。 
事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

臨床研修マッチ率 93.8％（令和 4 年度） 
専攻医採用数 395 人（令和 4 年度） 
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医師数 12,935 人（令和 2 年）※令和 4 年度の医師数は未判明。 
（１）事業の有効性 
・県内での初期研修医及び後期研修医の確保をすることで医療不足

の解消を図る 
・県内で就業する医師を確保することで、安定的な医療提供体制の

整備に寄与すると考える。 
（２）事業の効率性 
・一定期間、知事の指定する県内医療機関に勤務することで、修学

資金貸付金の返還を免除する制度であり、県内で就業する医師の確

保を図る。 
その他 R 元基金執行額：15,575 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.41】 

介護支援専門員地域同行型研修事業 

【総事業費】 

２７７千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷隅・安

房・君津・市原 

事業の実施主体 千葉県  

事業の期間 平成３１年４月１日～令和５年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護保険制度の適正な運営に向けて、介護支援専門員の資質の確

保・向上は不可欠な要素である。介護支援専門員（ケアマネジャー）

の資質向上と今後のあり方に関する検討会における議論の中間的

な整理」（平成 25 年 1 月 7 日）において、「初任段階の介護支援専

門員に対して、主任介護支援専門員が現場での実務研修により、指

導・支援する仕組みの導入を検討すべきである。」との提言があった

ことを踏まえ実習型研修を実施するもの。 

アウトカム指標： 

研修参加者へのアンケートにおいて、学びたい事をどれくらい習得

できたか：「十分に習得できた」、「一定程度習得できた」と回答した

者の割合  

アドバイザー：85%以上 受講者：85%以上 

事業の内容（当初計画） 指導的な立場にある主任介護支援専門員をアドバイザーとして、介

護支援専門員に対し実習型の研修を実施し、より一層の実務能力の

向上を図る。 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

主任介護支援専門員（アドバイザー）の養成 年度６０人 

アウトプット指標 

（達成値） 

６１名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標 

令和４年度はオンライン（Ｚｏｏｍ）で実施。アドバイザーの７

８％、受講者の９２％が理解できたと回答している。 

【未達成の原因等】 

アドバイザーは比較的ベテランの介護支援専門員が多いため、全過

程をオンラインで実施したことによる影響などが考えられる。 

 

（１）事業の有効性 

開催年については、県内市町から広範囲に応募があり、アドバイザ

ーについては市町内のみではなく、圏域内で指導体制をマッチング

することで、事業終了後の協力体制づくりの面でも有効である。 

（２）事業の効率性 

アドバイザーを経験することで、主任介護支援専門員の資質向上に

つながっている。 

同行研修の前後に全体研修で学ぶことで、効率的な研修とすること

ができる。 

その他 R 元基金執行額：277 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
事業名 【NO.48】 

外国人受入施設等の中堅管理者向け労務研修事

業 

【総事業費】 
924 千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安

房・君津・市原 
事業の実施主体 千葉県社会福祉協議会 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和５年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 
外国人介護職員が勤務する職場等において、中堅管理者等が対応方

法を熟知していないため、パワハラやセクハラ等による離職が懸念

される。 
アウトカム指標：介護職員の離職率 
14.3％（令和３年度）→低下（令和４年度）  

事業の内容（当初計画） 介護施設等でのパワハラやセクハラを受けることによる離職を防ぐ

ため、それらの基本知識の習得、施設内の相談窓口の設置、発生し

た際の対応などの中堅管理者向けの研修を実施することにより、労

働環境の改善を図ることとする。 
アウトプット指標（当初の

目標値） 
受講者数 20 人 

アウトプット指標（達成値） 受講者数 46 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標 
介護職員の離職率 14.4％（令和４年度） 

（１） 事業の有効性 
介護施設等の中堅管理者を対象に労務研修を実施したことにより、

職員の継続的な就労が図られた。 
（２） 事業の効率性 
人間関係を理由に離職する介護職員が多いことを踏まえ、職員の定

着が図られるよう、労務研修のテーマを「ハラスメント」に設定し

て研修を実施した。 
その他 R 元基金執行額：924 千円 

 
 


